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地域の競争力強化に向けた技術開発のねらい 

水田地区における計画用水量は、代表的水田の減水深計測結果を基礎資料として決定されてきまし

た。しかし、減水深は水田区画毎にばらつきがあるうえ、深水栽培や間断灌漑などの栽培上必要な水量

（栽培管理用水量）は各農家の栽培方法によって異なるため、受益地区全体の「真の用水需要量」は不

明でした。また、開水路系の用水システムでは、水田に取水されることなく用水路末端で捨てられる無

効放流が発生しますが、多数存在する水路末端での水量の計測が必要であるため、無効放流量の把握は

困難でした。そこで、排水槽式自然圧パイプラインシステムの配水槽水位を継続観測することで、開水

路で発生する配水管理用水量および無効放水量を除外した受益地区全体の「真の用水需要量」を求める

手法を提案しました。 

 

開発技術の特性と効果： 

配水槽式自然圧パイプラインシステムは、ポンプで加圧してパ

イプライン内の水圧を高める代わりに、一段高い位置に設置した

配水槽にポンプで揚水し水田に配水するものです（図１）。配水

槽の水位が低下した時のみポンプを稼働するため、常時加圧する

パイプラインシステムと比較して、建設費用と電気料金が大幅に

抑えられるといった特徴があります。このシステムの配水槽に着

目し、水位変動を測定することによって、地区全体の水需要を定

量的に把握する方法を考案しました。ポンプの定格能力と稼働時

間、配水槽水位変動の記録のみで、受益地区の用水需要量（減水

深相当分＋栽培管理用水量）を把握することができます（図２、

図３）。これまでに明らかでなかった受益地区全体の用水需要量

（減水深相当分＋栽培管理用水量）の時間変動をこの方法によって明らかにすることができました（図

４）。このシステムが幹線用水路受益地区全体で採用されれば、取水元施設の操作によって需要に応じ

た取水が可能となり、従来の一定量取水と比較して、大幅な節水につながることが期待できます。  

 

図２ 日単位の圃場配水量（本町第 2揚水機場（令和 2年）の例） 

 
図１ 配水槽式自然圧パイプ

ラインシステムの配水槽 



 
 

表１ 配水槽式自然圧パイプラインシステム受益地区における用水需要量観測結果（令和 2年） 

 

 

 

図４ 時間毎の平均圃場配水量（本町第 2揚水機場（令和 2年）の例） 

 

開発技術の経済性：  
地区全体の水田に取水された水量を開水路系用水路で把握するには、幹線用水路からの取水する水量

に加えて、数多く存在する用水路末端での無効放流量を全て測定する必要があります。加圧式パイプラ

インシステムの場合は、高額な超音波式流量計（80,0000円）の設置が必要になります。一方、本提案

技術であれば、安価な水位センサ 1 台（50,000 円）とデータロガー（30,000 円）で地区全体の需要量

が把握できます。 

 

こんな経営、こんな地域におすすめ：  
本手法は、地域の用水配分や水利施設を管理する土地改良区や農家などが活用できます。また、地区

の大部分の水田を耕作する法人などの経営体も増えることが近い将来予想されておりますが、用水の無

駄遣いなくす効率的な用水配分を検討する場合にも活用できます。 

 
技術導入にあたっての留意点： 
本手法が導入できるのは、配水槽式自然圧パイプラインシステムが導入されている地区のみです。現

在、新潟県内では本システムの採用が進んでおり、県外からの視察も増えていることから、本技術が利

用できる施設も増えると考えます。 
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